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資格審査処理表 記載要領（物品納入・役務の提供・印刷製本等） 

＜共通事項＞ 
○ 記入に当たっては，エクセル等での入力を原則とします。また，手書きで記入される場合には，ペ
ン又はボールペン（黒色）で丁寧に記入してください。 

○ 処理表に用いる漢字は，ＪＩＳ第一水準・第二水準に規定されているものに限ります。これ以外の
漢字については，類似漢字若しくは仮名に置き換えてください。 

○ 「業者 ID」欄は，記入しないでください。 
○ 網掛け以外の部分に記入してください。 

 

商号又は名称及び代表者職氏名 

 （１）（フリガナ）の欄は，カタカナで記入してください。なお，「商号又は名称」の欄の株式会社等法人の種
類を表す文字については，フリガナを記入する必要はありません。 

 （２）「商号又は名称」の欄には，株式会社等法人の種類を表す文字については，下表の略号を用いてくださ
い。 

種類 
株式 
会社 

有限 
会社 

合資 
会社 

合名 
会社 

協同 
組合 

協業 
組合 

企業 
組合 

一般 
財団 
法人 

公益 
財団 
法人 

一般 
社団 
法人 

公益 
社団 
法人 

略号 （株） （有） （資） （名） （同） （業） （企） （一財） （公財） （一社） （公社） 

 （３）「代表者職氏名」欄（フリガナを含む。）については，役職，姓及び名前との間を１文字空けてください。 
 

本社内容 
 （１）「所在地」欄での丁目，番地は「－（ハイフン）」により省略して記入してください。なお，茨城県内に

所在地がある場合には「茨城県」の記入は不要です。 
 （２）「電話番号」，「ＦＡＸ番号」欄での市外局番，市内局番及び番号については，それぞれ「－（ハイフン）」

で区切り，「（スペース）」は用いないでください。 
（３）「本社地区」欄については，本社所在地の該当する地区欄に○印を付してください。 
 

営業所等内容 

（１）営業所等がある場合にのみ記入してください。なお，該当のない方については，「営業所地区」欄の「(0)
なし」に○印を付してください。 

（２）「所在地」欄での丁目，番地は「－（ハイフン）」により省略して記入してください。なお，「茨城県」
の記入は不要です。 

（３）「電話番号」，「ＦＡＸ番号」欄での市外局番，市内局番及び番号については，それぞれ「－（ハイフン）」
で区切り，「 （スペース）」は用いないでください。 

（４）「営業所地区」欄については，営業所等所在地の該当する地区欄に○印を付してください。 
 

委任先の内容 
当市では，これまで年間委任の取扱いを行っておりませんでしたが，今回の定期受付より取扱いを開始す

ることと致しました。年間委任を希望する場合は，記入してください。 
（１）支店等へ契約権限の委任を希望する場合のみ記入してください。この場合、委任状を提出ください。 
（２）（フリガナ）の欄は，カタカナで記入してください。 
（３）「受任者職氏名」欄については，受任者の職氏名を記入し，役職，姓及び名前との間を１文字空けてく

ださい。 
（４）「所在地」欄での丁目，番地は「－（ハイフン）」により省略して記入してください。なお，「茨城県」

の記入は不要です。 
（５）「電話番号」，「ＦＡＸ番号」欄での市外局番，市内局番及び番号については，それぞれ「－（ハイフン）」

で区切り，「（スペース）」は用いないでください。  
 

 資本金 
  申請時点における最新の数値を記入してください。 
 

 職員数（人） 
  法令等に基づく技術者を「技術職」欄に，事務職者を「事務職」欄に，それ以外については「その他」欄
に記入してください。 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 
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主たる営業品目 
＜上段＞ 

  「10 経営事項等」にて，希望業種に「●」を付した業種ついて具体的に記入してください。なお，一般
競争（指名競争）参加資格審査申請書の「１０ 希望する営業品目等」と一致させてください。 
＜下段＞ 
「物品納入・役務の提供・印刷製本等競争入札参加資格審査申請の手引き」内※４を参照のうえ，記入漏

れのないようご留意ください。 
 

 

 

メールアドレス 

  E メールアドレスを保有している場合は，必ず記入してください。（保有していない場合は「メールアドレ
スなし」と記入してください。 

本市においては，ご案内等の連絡方法として E メールを活用しております。上記メールアドレス
については，これらの連絡先として希望するものを記入してください。 

 

経営内容 

 ＜流動資産＞ 

  法人の場合は，別添申請資料「財務諸表」上の該当数値を転記してください。 

  個人の場合は，下記により記入してください。 

  ①流動資産とは，１年以内に現金化される資産です。 

②前年度「所得税青色（白色）申告決算書」を提出した者は，「貸借対照表」の「資産の部」中「現金」

から「貸付金」までを合計した数値を記載してください。 

③前年度「所得税青色（白色）申告決算書」を提出していない者については，下記項目についての数値の

合計を記載してください。 

      （ア） 当座資産（現金，預金，受取手形，売掛金等） 

      （イ） たな卸資産（商品，製品，仕掛品，原材料，貯蔵品等） 

      （ウ） その他資産（前渡金・前払費用，繰越税金資産，短期貸付金，未収入金・未収収益，仮

払金，貸倒引当金等） 

＜流動負債＞ 

  法人の場合は，別添申請資料「財務諸表」上の該当数値を転記してください。 

個人の場合は，下記により記入してください 

①流動負債とは，債務の支払い期限が１年以内の負債です。 

②前年度「所得税青色（白色）申告決算書」を提出した者は，「貸借対照表」の「負債・資本の部」中 「支

払手形」から「預り金」までを合計した数値を記載してください。 

③前年度「所得税青色（白色）申告決算書」を提出していない者については，下記項目についての数値の

合計を記載してください。 

・買掛金，支払手形，未払金，未払費用，短期借入金，預り金，未払給与・賞与，未払消費税等，未

払法人税等，前受収益，前受金等 

 ＜年間平均生産額（販売額）＞ 

①法人の場合は，別添申請資料「財務諸表」の損益計算書中の「売上高」直前２年度分の平均額を記載し

てください。 

②個人の場合は，別添申請資料「所得税青色（白色）申告決算書」の損益計算書の「売上（収入）金額」

直前２年分の平均額を記載してください。 

 ＜営業年数＞ 

    競争参加資格希望業種に係る事業の開始日（２業種以上のときは最も早い開始日）から申請日現在ま

での期間から，当該事業を中断した期間を控除した期間（１年未満切捨て）を記入すること。 
 

経営事項等 
「希」欄には，希望する業種に「●」を付してください。なお，取扱品目表（様式第１号）及び取扱

業務表（様式第２号）と一致させてください。 

７ 

８ 

９ 
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